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（Ⅱ）未発生期

	未発生期
	海外発生期
	国内発生期
	圏内発生期
	大規模流行期
	小康期


（Ⅱ）　　未 発 生 期
（新型インフルエンザが発生していない状態）

１　対策の実施体制
（１）方針

新型インフルエンザに関する総合的な情報収集と対策準備の体制を整える。
（２）準備体制
海外で新型インフルエンザが発生した疑いがあるといった情報を入手した場合は、総務課に情報連絡室を設置して情報連絡体制を強化し、必要に応じて、緊急的な対策を実施する。
各課は、「緊急連絡網」を作成して所属職員に周知するとともに、最低限必要な業務をあらかじめ検討し、新型インフルエンザに感染した職員が出勤できなくなり、要員の不足が生じても、当該業務は継続できるよう、準備を進めておく。　　

また、入手した情報に基づき、新型インフルエンザに対する感染防止措置の実施準備を進めると同時に、各種の計画及びマニュアルの見直しと修正を行い、実効性を確保する。
（３）次期体制への移行
市（町村）長は、ＷＨＯ又は厚生労働省がフェーズ４を宣言する前においても、報道機関等より入手した現地及び各国の対応状況等に関する情報から見て必要があると認めるときは、市（町村）の対応を「海外発生期」の段階へ移行することができる。

２　情報収集
（１）方針
新型インフルエンザが発生していないこの段階においては、鳥等のインフルエンザの発生状況に関する情報その他の関連情報の収集に努め、各課や関係機関等で共有する。
（２）各課の情報収集
	区分
	担当
	収集する情報

	新型インフルエンザ
の兆候
	総務課

健康福祉課

農林課
	・鳥等のインフルエンザの国内外における発生状況
・国･県の対応方針、状況
・動物や人におけるインフルエンザを中心とする感染症に関する情報

	学校等の体制
	健康福祉課

教育委員会
	・学校、福祉施設等の準備状況
・インフルエンザや感染症の集団発生、臨時休校、学級閉鎖等の状況（学校欠席者情報収集システムによる）

	事業者の体制
	関係課
	・事業者や関係団体等の準備状況


３　感染予防･まん延防止

（１）方針

国が中心となって行う水際対策への協力体制を整えるとともに、新型インフルエンザの感染予防策について住民への普及啓発を行い、学校その他の施設における感染防止措置の準備を進める。
（２）健康観察等の支援体制整備

健康福祉課は、海外で新型インフルエンザが発生して検疫が強化され、発生国からの入（帰）国者等について一定期間の健康観察が行われることになる場合に備え、関係機関によるそうした対応を必要に応じて支援する体制を整備する。
（３）学校に係る対応
ア　教育委員会における対応
（ア）教育委員会は、県教育委員会、総務課、健康福祉課等を通じ、鳥等のインフルエンザ及び新型インフルエンザに関する情報を収集する。
（イ）また、市（町村）立学校その他の教育機関との連絡体制を確認し、学校欠席者情報システムによる情報共有体制を確立するとともに、新型インフルエンザの発生に備えた事業継続計画を策定しておく。
（ウ）学校を臨時休業した場合に児童・生徒の家庭学習を支援する方法等についても検討しておくものとする。
イ　学校における対応
市（町村）立学校においては、次のような対応を行うものとする。
（ア）新型インフルエンザの発生に備え、学校医等を含めた校内対策会議を設置し、対処方針を確立して対応マニュアルを作成すること。
（イ）感染拡大防止のため臨時休業する場合等における保護者との連絡方法を確認しておくこと。
（ウ）鳥等のインフルエンザの発生国への修学旅行等については、再検討すること。
（エ）鳥等のインフルエンザの発生国へ留学又は渡航する児童生徒等（その学校に所属する児童・生徒及び教職員をいう。以下同じ。）に対して、基本的な感染予防策（（Ⅰ）の５の（５）のアを参照）を指導すること。
（オ）留学等で鳥等のインフルエンザの発生国へ滞在中の児童生徒等に対しては、次のような対応を指導すること。
　①現地在外公館に在留届を提出すること。
②最新の現地情報の収集に努め、必要に応じて在外公館に照会すること。
③感染の疑いがある場合は、在籍する学校や在外公館に報告すること。
（カ）基本的な感染予防策等に関する健康教育を実施すること。
（キ）野鳥や飼育動物に関する注意喚起を行うこと。
（４）福祉施設に係る対応

ア　基本的な体制整備
（ア）市（町村）立の保育施設その他福祉施設においては、患者が発生した場合等における連絡体制を確認するとともに、新型インフルエンザに備えた事業継続計画や対応マニュアルを作成しておくものとする。
（イ）また、通常のインフルエンザと同様に年間を通じて感染防止に努め、普段から衛生管理を徹底しておくものとする。
　　イ　具体的な対応準備
（ア）新型インフルエンザが発生すると、保育施設その他通所型の福祉施設（以下「通所施設」という。）は臨時休業せざるを得なくなる事態も生じる。その間、当該施設の利用者（幼児、高齢者等）は自宅で保育、介護等を受けることになるが、それが極めて困難なケース（保護者が新型インフルエンザの診療に従事する医療関係者やライフラインの維持に不可欠な業務に従事する者等の場合、介護できる家族等がいない場合　等）もあると思われる。そのような場合には、特例的に自らの施設での受入れを継続するか、他の施設に一時的に受け入れてもらうといった対応が必要になる。市（町村）立の通所施設においては、その点について協議・検討しておくものとする。
（イ）また、老人ホームその他の入所型の福祉施設（以下「入所施設」という。）及び高齢者や障がい者に日常の在宅サービスを提供する施設(以下「在宅サービス施設」という。)については、新型インフルエンザが流行しても極力休業等しないようにする必要があるので、場合によっては、面会者等も含め有症者の施設内立入の制限や、発症者は個室に隔離するといった厳しい措置も必要になる。さらに、入所者の集団感染が発生した場合に、どのようにして必要な医療を提供するかも考えておかなければならない。市町村立の入所施設や在宅サービス施設においては、これらの点についても、その実施方法や体制等をあらかじめ検討しておくものとする。
（５）集客施設に係る対応
劇場や映画館その他の娯楽施設、スタジアム、更には大規模小売店舗などの施設も、非常に多くの人が集まることから、感染拡大の場になりやすい。しかし、こうした不特定多数の者が利用する施設（以下「集客施設」という。）は、学校や福祉施設に比べると、利用者間の接触が一時的で希薄なものに止まることが多い。
また、学校等と違って営利企業が運営するものも多く、そこに人が集まる目的は、非日常的な趣味、娯楽などから生活必需品の買い物まで様々である。従って、感染拡大防止のために臨時休業したりすると、社会的・経済的に深刻な影響を生じることもあり、慎重な対応が必要である。
ただ、集客施設に感染の機会が多いことは確かであり、新型インフルエンザの発生に備え、準備をしておくことは必要である。市（町村）営の集客施設においては、そうしたことも踏まえつつ、それぞれの形態や業態に応じた対応マニュアルを作成し、実施する感染防止措置の内容や方法、臨時休業を行う基準や手順等を定めておくものとする。各課は、所管業務と関係する市（町村）営ではない集客施設に対しても、県や近隣市町村と連携して同様の対応を要請する。
４　医療の提供

（１）方針

県と連携して、新型インフルエンザ患者の診療を適切に実施可能な体制づくりを推進する。
（２）体制づくりへの協力

健康福祉課は、県が医師会と連携して、発熱外来を設置する医療機関や公共施設等のリスト作成するのに協力する。
また、県が医療機関と連携して、新型インフルエンザ患者の自宅療養をバックアップする体制を整備するのに協力する。

さらに、臨時医療所が必要となる場合に備え、そのために使用可能な施設等を検討しておく。
（３）ワクチン接種準備への協力
健康福祉課は、県がプレパンデミックワクチンの接種実施計画を策定したときは、それに従った接種会場の確保等に協力する。

５　情報提供
（１）方針
鳥等のインフルエンザの発生状況及び新型インフルエンザが発生する前にできる対策などについて、年間を通じて広く住民・事業者へ周知を図る。

（２）個別的な情報提供

各課は、県と連携し、次のような情報についても、関係先に対して個別に提供するものとする。

	担当
	提供先
	提供する情報

	各課
	関係する住民･事業者及び機関･団体
	・鳥等のインフルエンザの発生状況

・発生が予想される新型インフルエンザの具体的症状、特性　　

　等
・職場や家庭における注意事項（（Ⅰ）の５の（５）を参照）
・相談窓口の連絡先等
・事業継続対策（事業継続計画・対応マニュアルの作成等）

	市（町村）民課
	消費者
	・鳥肉、豚肉食品の安全性
（間違った風評等が流布するような場合）

	農林課
	農林水産関係の生産者、作業従事者
	・農林水産業の作業現場や選果作業における感染予防策
（農協･漁協等の関係団体や農業改良普及所等を通じて周知）


（３）広報
企画（広報）課は、住民に対して次の事項を広報する。この際、県が行う広報及び季節性インフルエンザの予防広報との連携を図る。
①新型インフルエンザに関する基礎知識、行政対策、県民の協力が必要な事項

②職場や家庭における注意事項
③感染拡大防止のため事業者が自主的に行うべき対応

（４）相談窓口の設置準備
健康福祉課は、新型インフルエンザに関する住民からの問い合わせのうち、県の総合発熱相談センターで対応すべきもの以外について、出来る限りワンストップで対応する総合相談窓口を設置するための準備（窓口要員の確保、職員に対する相談研修、相談室の確保等）を行う。この際、相談が殺到しても電話が輻輳しないよう、余裕を持って電話回線を増設する。
また、国や県のＱ＆Ａ集等を参考にしつつ、関係各課の協力を得て、新型インフルエンザに関するＱ＆Ａ集を作成し、関係職員に配布する。

（５）外国人への対応

商工観光課は、国際交流協会及び在住外国人会と連携し、市（町村）内に在住する外国人への連絡体制を確立しておく。また、通訳ボランティアの協力を確保し、多言語による広報（各言語によるチラシ、ホームページ等）の準備を行う。

６　社会・経済機能の維持
（１）方針

新型インフルエンザが発生しても、必要な事業・業務は継続できるよう、事業者、特にライフライン関係など基本的な社会機能に関わる事業者について、対応準備を促しつつ、市（町村）の業務継続等についても準備を進めるとともに、生活必需品の安定供給や緊急時の生活支援に係る体制整備を推進する。
（２）事業者の対応
各課は、所管業務に関係する事業者に対し、県と連携して「事業者・職場における新型インフルエンザ対策ガイドライン」（平成２１年２月、厚生労働省策定）を踏まえて必要な準備を行うよう要請する。
特に、ライフライン関係その他の基本的な社会機能に関わる事業者（（Ⅰ）の６の（１）を参照）に対しては、連絡･危機管理体制の確立、事業継続計画や感染症防止マニュアルの作成、必要な物資・資材の備蓄・準備、発生時を想定した訓練や研修の実施、業務の縮小・休止の手順等の検討などを行うよう、重点的に要請する。
（３）市（町村）業務の維持
ア　事業継続計画
総務課は、新型インフルエンザが発生しても継続して行うべき業務、休止や延期を検討する業務、その優先順位、業務分担、勤務体制、人員配置及び代替的意思決定者等について検討し、「○○市（町村）事業継続計画」を作成する。
その計画に基づき、各課は、新型インフルエンザが発生した場合における所管業務の優先順位、処理方法、職員配置、組織体制等を、各課の事業継続計画として定めておく。
その上で総務課及び各課は、事業継続計画に基づく職員の訓練やその結果を踏まえたそれらの計画の内容見直しを行う。
イ　職員・庁舎の管理

総務課は、新型インフルエンザが発生した場合に職員の健康管理や庁舎の衛生管理が適切に行えるよう、次のような対応を行っておくものとする。
　　・基本的な感染予防策（（Ⅰ）の５の（５）のアを参照）の周知徹底
　　・職員の健康状態や旅行先に関する情報の把握方法の確立

・感染拡大防止のための業務形態（在宅勤務、テレビ会議等）の検討
・庁舎の清掃業務等の受託業者に対する衛生管理研修の実施
ウ　必要資機材の備蓄
総務課及び健康福祉課は、新型インフルエンザが発生した場合にも継続すべき業務や対策業務を遂行するに当たって必要とされる個人防護具や消毒薬、マスク等を備蓄しておくものとする。

　　エ　市（町村）のライフライン事業等

環境課は、新型インフルエンザが発生した場合においても、住民生活に不可欠の重要なライフラインたる上水道及び下水道（集落排水施設やし尿処理を含む。以下同じ。）の機能を維持し、一般廃棄物の処理や遺体の埋火葬を円滑･適正に継続できるよう、それらの業務に係る事業継続計画を作成するとともに、連絡･危機管理体制の確立、発生時を想定した訓練や研修、必要な物資・資材の備蓄・準備、外部の緊急時応援要員への協力要請、業務受託業者の事業継続体制の確認等を行っておく。
また、県と協議して、感染症産業廃棄物を一般廃棄物処理施設においても適正に処理できる体制を整えるとともに、特に埋火葬に関しては、次のような対応を行っておく。
（ア）火葬場の処理能力の把握

（イ）遺体搬送に従事する職員の個人防護具、埋火葬に必要な各種消耗品、遺体搬送用の非透過性納体袋等の備蓄・準備

（ウ）火葬場の処理能力を超える遺体が発生した場合に使用する、遺体の一時保管施設等の検討･確保
（４）住民生活の維持
ア　生活必需品の確保

商工観光課及び農林課は、県と連携して、食料生産者や日用品製造業者、それらの流通･販売業者に対し、事業継続計画や感染防止措置の普及啓発を行うとともに、新型インフルエンザ発生時における供給確保に関する協定を締結すること等により、生活必需品の安定供給体制の構築を図る。

イ　生活支援の準備
健康福祉課は、日常的に医療･福祉サービスを必要とする在宅の高齢者や障がい者の世帯のほか、市（町村）民課や自治会等と連携して、新型インフルエンザに罹患すると日常の食料や日用品の買い物が困難になるおそれのある世帯を把握するとともに、新型インフルエンザの発生時にそれらの世帯に必要な生活支援を速やかに実施できるよう、県と連携して、その実施方法や手続き、実施体制を定めたマニュアル等を策定しておく。
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